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北 I.C 〜鳳来峡 I.C の開通や、静岡県側の新東名高速
道路 ( 以下、新東名道 ) の完成により、観光誘客に大
きな効果が期待されている。2015 年度には愛知県内
の新東名道が完成する予定で、これにより東名高速道







































車専用道路にて設計速度は 80km/h である。2015 年
3 月現在、飯田山本 I.C 〜天竜峡 I.C、喬木 I.C 〜程野 I.C、
浜松いなさ北 I.C 〜鳳来峡 I.C が開通している。新東
名道は、東名道の道路交通需要の拡大に伴って整備が
進んでおり、2015 年 3 月現在、静岡県内の区間は完










は約 240 万人、小売業販売額は約 2 兆円、工業出荷
額は約 13 兆円であり、特に工業出荷額は都道府県順
位では 6 位と千葉県よりも大きく、非常に大きな経

















出所：2010 年国勢調査 ( 総務省 )、2012 年経済センサス ( 総
　　　 務省 )、2013 年工業統計 ( 経済産業省 ) をもとに作成
図 1 三遠南信地域の道路網整備図表 1  アンケート調査概要
表 2   過去の類似調査概要
表 3   三遠南信地域の経済規模
と、長野県中部以北を除き、少なくとも製造業、非製
造業のいずれか一方で売上高の増加企業割合が 50％


















　三遠南信道 ( いなさ北 I.C 〜鳳来峡 I.C) の開通効果
をみると、遠州地域企業の 17％、東三河地域企業の
12％で ｢何らかの効果があった｣ と回答している ( 図
5)。静岡県内の新東名道の開通効果では、遠州地域企
業の 43％、東三河地域企業の 25％が ｢何らかの効果
があった｣ と回答し、約 3 割の企業への効果が確認
された。
　具体的な効果内容をみると、新東名道では ｢販売・
受注先の拡大｣ (11％ )､｢物流コスト割合の低下｣ (8％ )
が大きく、三遠南信道では ｢販売・受注先の拡大｣ (5％ )






図 3  製造業・非製造業における取引先地域毎の
売上高増加企業の割合
注記：３地域企業の合計を活用
注 1：取引率 ( 遠州地域企業の場合）：遠州地域企業と各地  
           域の取引機会数 / 遠州地域企業の取引機会合計。
注 2：取引機会数、取引機会合計とは、販売・受注、仕入れ
          ・発注のいずれか一つでも行ったことのある機会を集    
          計しており、取引金額を指していない。
注 3：サンプルは､ 遠州、東三河、南信州の各地域企業の製
          造業・非製造業の取引率を示す。
注１：最も重要と回答した地域のみ集計
注２：製造業・非製造業を合わせている。
注３：2009 年の回答率は表 2 の調査類似調査に依る。
図 4   今後、地域企業が重視する取引先地域
産業集積規模が小さいために道路利用頻度が低く、コ
スト効果が発揮しづらいことが考えられる。また、企











国道 1 号 ･ 同バイパスの利用が多く、次いで国道 23
号 ･ 同バイパスとなっており、産業集積が高い東西方






　有料道路で利用割合が高い I.C は、東名道の豊川 I.C、
音羽蒲郡 I.C、浜松 I.C、浜松西 I.C で新東名道では浜松・
浜北 I.C であり、浜松・浜北 I.C を除き、全て東名道の I.C
である ( 図 8)。図 9 は、三遠地域を対象に工業統計メッ
シュデータ ( 平成 24 年工業出荷額 ) をオーバーレイ
したものである。新東名道 I.C 周辺では、浜松・浜北














図 5  道路整備の効果があると回答した割合
図 7  高規格道路の利用状況











ている ( 図 10)。｢一定の効果が期待できる｣ と回答し
た企業に対して、効果を発揮する最低限の道路利用料
金の割引率を尋ねたところ、全体では ｢21 〜 30％程
度｣ (37％ )、｢1 〜 10％程度｣ (36％ ) が高くなった
( 図 11)。地域別にみると、遠州地域企業では、｢1 〜
10％程度｣ (43％ ) でも一定の効果が期待できると回
答したが、南信州地域企業では高い割引率でないと効
果が発揮できないと考えている。
　この結果から、3 〜 4 割の企業では、三遠地域間で
の有料道路の割引運賃の経済効果があると考えてい












(62％ )、｢営業活動等の効率化｣ (50％ ) が高く、いず
れも半数以上の回答率で、物流コストや時間短縮等の
効果が大きい ( 図 12)。一方で、｢取引先 ( 販売先・受
注先 ) の拡大化｣ (42％ )、｢営業圏域の拡大化｣ (42％ )
等の企業取引にも一定の効果が確認でき、先の分析か







図 11  一定の効果が期待できる割引運賃率
図 12  有料道路の割引化による効果
図 10  割引運賃の導入による企業活動への効果
















































協議会メンバーを対象にアンケート調査 (7 〜 8 月 )
を実施。発送数 2,472 通で回収数 1,575 通、回収
率 64％。2008 年度に浜松市が、三遠南信地域に
本社がある企業を帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ登録企業から抽出
( 製造業、卸売業・道路旅客・貨物運送業等 ) して
アンケート調査(2009年3月)を実施。発送数1,067
通で回収数 373 通、回収率 35％。両調査の主目
的は、三遠南信自動車道整備による企業取引・交
流等の効果分析で、調査実施機関は ( 公社 ) 東三河
地域研究センター。
2）国土交通省浜松河川国道事務所の資料では、三
遠 南 信 道 の 鳳 来 峡 I.C の 北 部 に 属 す る 東 栄 町
の ｢とうえい温泉｣ では来訪者が 2 倍になっ
た と の 報 告 が あ る。(http://www.cbr.mlit.go.jp/
hamamatsu/gaiyo_douro/gaiyo_sanen_index.html
／ 2015/09/01)
3）2013 年 9 月から 11 月に実施した奥三河地域の
観光地での来訪者聞き取り方式による調査 ( 回収
数 744 通 ) によれば、来訪者の 29％は名古屋・岐
阜であり、次いで浜松等 (19％ ) であり、名古屋や
浜松方面からの来訪者が多くなっている ( 新城市
委託調査、実施機関：( 公社 ) 東三河地域研究セン
ター )。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　主な調査観光地は、豊根村 ( 茶臼山高原､ 湯〜ら
んどパルとよね等 )、東栄町 ( とうえい温泉､ 千代
姫荘､ 東栄ドーム等 )､ 設楽町 ( グリーンパーク津
具､ アグリステーションなぐら等 )､ 新城市 ( 桜淵
公園､ 鳳来寺山､ 湯谷温泉等 ) である。
4）岩崎義一・加藤勝敏、『高速道路 IC 周辺の工場
立地』産業立地 ,1993.5,pp8-16、岩崎義一・加
藤勝敏、『高速道路 IC 周辺の工場立地 (2)』, 産
業 立 地 ,1993.6,pp26-37、 岩 崎 義 一・ 加 藤 勝
敏、『高速道路 IC 周辺の工場立地 (3)』, 産業立
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地 ,1993.9,pp14-24
5）( 一財 ) 日本立地センターが毎年実施している ｢
新規事業所立地計画に関する動向調査｣ による
と、企業が地域に求める立地条件の強化対策と






2007 年に約 24 兆円の工業出荷額であった。2008
年のリーマンショックによって 2009 年は約 17 兆
円まで減少したが、2013 年には約 23 兆円まで回
復している。
7）アンケート調査票のその他の項目やアンケート回
収企業に対する 2015 年 1 〜 3 月にかけて電話を
含めた企業ヒアリング調査 (5 社 ) では、新東名自
動車道の整備効果では、｢取引機会｣、｢コスト低減
化｣ の他に ｢時間短縮効果｣ (22 社 ) が非常に多く
あった。
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